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クールジャパン拠点の海外展開においては国別の消費者の嗜好や
市場の特性を踏まえた展開が重要。
そのため本調査では、各国の人口、経済状況等の基礎情報、メデ
ィア、流通、生活習慣等の生活スタイル、コンテンツと非コンテンツに
ついての嗜好、ニーズ、市場状況等を調査。本調査に用いた各種
資料のインデックスも含めて最終報告書として提供。

1. 本調査の目的

2

主要アジア各国におけるクール・ジャパン関連の
情報の調査・取りまとめ

海外展開を行う民間企業、自治体等へ向けた、
①の調査結果資料の具体の活用方法の提示

2

１
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1

3
インドネシア

-輸入額：17,008百万ドル
-総支出額：21万円 タイ

--輸入額：35,507百万ドル
総支出額：19万円

ベトナム
-輸入額：12,909百万ドル
-総支出額：26万円

マレーシア
-輸入額：13,785百万ドル
-総支出額：16万円

シンガポール
-輸入額：18,589百万ドル
-総支出額：23万円

フィリピン
-輸入額：5,252百万ドル
-総支出額：15万円

今回の対象国は、タイ、インドネシア、ベトナム、シンガポール、
マレーシアの計5カ国が対象。

1. 調査対象国

3

日本からの輸入額

訪
日
外
国
人
1
人
当
た
り
旅
行
総
支
出
額

各グループの特徴

ü 訪日時の旅行総支出額は
最も高いが、日本からの輸入額
はポテンシャル段階

2

ü 日本からの輸入額、訪日時の
旅行総支出額ともに高水準

１

ü 日本からの輸入額、及び、
訪日時の旅行総支出額ともに
ポテンシャル段階

4

<出典>
名目GDP：IMF World Economic Outlook Databases (Oct.2016)
日本からの輸入額：外務省 国・エリア別 各国概況（2017.3月時点）
訪日外国人1人当たり旅行総支出：観光庁 訪日外国人消費動向調査
（平成28年年間値）

ü 訪日時の旅行総支出額は
①グループと同程度の水準
だが日本からの輸入額は
やや劣る

3

優
先
度

高

低

訪日インバウンド旅行客の支出ボリューム、及び、
日本からの輸入額を鑑み、優先的に着手すべき上位5カ国を選出

2
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…

クール・ジャパンに関する情報の取りまとめ

調査結果の具体の活用方法

最終報告書目次

1. 調査の概要

2. 調査・分析結果
-基礎編-
（概要、訪日観光、メディア環境、生活スタ

イルなど）
-コンテンツ編-
（映画、放送・配信、音楽、マンガ、ゲーム）
-非コンテンツ編-
（食・外食、日本産酒類、日本製品）

3. 調査結果を踏まえた具体の活用方法
（１）資料の見方
（２）具体の活用方法

（活用主体・活用場面・具体方法）
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2. 調査分析結果
～対象国：タイ

13

個人でのインターネット利用率

家庭でのインターネット・ブロードバンド普及率

利用者数・
対人口比率

• 利用者数：3,800万人（昨対比：＋2％）
• 対人口比率：91％

使用頻度 86% 11% 3% 1%
毎日
週一回
月一回
それ以下

PCを保有する世帯比率

固定ブロードバンド網普及率

29.5%
インターネット・
ブロードバンド

普及率

契約回線数（千契約） 6,229千契約
100人あたり回線数（台） 9.2台

出典
• ITU Core Household Indicators（until2015）
• Digital Report 2016（We are social）

52.2%

参考：インターネットに
アクセス可能な世帯数*

モバイルブロードバンド普及率

（人口100人当たり契約数） （百万人） （百万人）

総人口 （参考）モバイルブロードバンド
保有人口

モバイルブロードバンド
*普及率 × ＝

122 68 8,296

※1人で複数回線しているケースがあるため、参考値の位置付け

• メディア環境
• 生活スタイル②生活

スタイル
Thailand
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2. 調査分析結果
～対象国：タイ

14

• 利用者数：8,278万人（昨対比：-15％）
• 対人口比率：122％携帯電話契約数

主要デバイス利用状況

合計
13.9h

64% 11% 27%

タブレットスマートフォン PC

TV ウェアラブル ゲーム機

2% 1% N/A

デバイス接触時間

PC・Tablet/
Mobile/

TV別 接触時間

出典
• Digital Report 2016（We are social）

4.7h 3.9h 2.4h 2.9h

PC+Tablet MobilePhone TV Any device

オンラインの消費行動（商品・サービスの購入経験）

1ヶ月以内に商品・サービスを購入する目的で検索した人
1ヶ月以内にでPCで何か商品を購入した人
1ヶ月以内にモバイルで何か商品を購入した人

＜凡例＞

31%
39%

48%

• メディア環境
• 生活スタイル②生活

スタイル
Thailand

2-①. 本調査報告書の全体構成

4

クールジャパン 国別海外展開のあり方に係る調査・分析
各国のクール・ジャパンに関する既存公知情報、ヒアリング結果を取りまとめ、国別・カテゴリ別に整理。
さらに海外展開の支援機関・問い合わせ先の明記、調査結果の具体の活用場面・活用方法を例示。
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2. 調査分析結果
～対象国：タイ

11

名目GDP
（単位：百万USドル）

1人当たり名目GDP
（単位：USドル）

実質GDP成長率
（単位：％）

消費者物価上昇率
（単位：％）

6,147

2.7%

2.1%

2013

4,198,00

2016

5,878

2.8%

0.2%

3,952,00

CAGR

-2.3%

-2.7%

6.1%

-50.2%

概要

基礎的経済指標

出典
• 国名、面積、公用語、宗教構成、民族比率、通貨：基礎データ（外務省）
• 首都・人口：Demographic Yearbook 2015（UN）、世界銀行
• 世帯数：平成２７年度エネルギー需給緩和型インフラ・システム普及等促進事業（NTTデータ研究所）
• 名目GDP、実質GDP成長率、消費者物価上昇率： World Economic Outlook Database （IMF）

通貨

民族比率

世帯数

宗教構成

人口

面積

公用語

首都

国名

• バーツ

• 2,050万世帯（2015年）

• 仏教 94％，イスラム教 5％

• 大多数がタイ族、その他華人、マレー族等

• 6,598万人（2015年）

• 51万3,100平方キロメートル

• タイ語

• バンコク（タイ語名：クルンテープ・マハナコーン）
ü 首都人口：1,490万人
ü 首都在住比率：27.5%

• タイ王国（Kingdom of Thailand）

• 概要
• 基礎的経済指標
• 現地進出状況
• 知財保護状況

①
基本情報

Thailand

ü 人口、
ü 言語
ü 宗教
ü 民族
ü 経済状況

等

基礎情報 コンテンツ 非コンテンツ

資料の見方 活用方法

対象カテゴリ
ü 食・外食
ü 日本産酒
ü 日本製品

対象カテゴリ
ü 映画
ü 放送
ü 音楽
ü マンガ
ü ゲーム

今回の調査・取りまとめ結果資料として、最終報告書（*本資料）と全4点の参考別紙
を提供します。

参考：今回の調査・取りまとめ結果資料（全5点）

155

各資料の概要

最終報告書
Ø 各国×対象カテゴリ別に調査・

取りまとめ結果を記載

l全体サマリ（参考別紙1）

Ø 調査最終報告書の中で要点を
絞り、記載内容を一部抜粋

l IPを活用した販促事例（参考別紙2）

Ø 今回の対象国で実施された
IPを活用した主要な販促事例
の一覧

l出典文献・Webサイト一覧
（参考別紙3）

Ø 今回の調査・取りまとめで使用
したレポート・文献/Webサイト
リスト

lお問い合わせ先（参考別紙4）

Ø 海外展開検討時に具体の
ご相談が可能な各省庁・関連
機関のお問い合わせ先リスト

イメージ

＃ 問い合わせ先 目的 サブカテゴリ 名称 電話番号 メールアドレス URL

1 JETRO 海外事業展開への資金供給に係る相談につ いて 全般 中小企業海外展開現地支援プラットフォーム 03-3582-5017 https://www.jetro.go.jp/services/platform.html

2 JETRO 農林水産物の輸出促進に係る相談について 農林水産物 農林水産物・食品輸出相談窓口 03-3582-5646 https://www.jetro.go.jp/services/advice/agri_ foods/

3 JETRO 海外事業展開全般に係る相談について 全般 貿易投資相談 03-3582-5651 https://www.jetro.go.jp/services/advice/

4 観光庁 訪日プロモーション事業に係る相談について 訪日プロモーション 観光庁 国際観光課 03-5253-8111 http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kokusai/vjc .html

5 農林水産省 農林水産物の輸出促進に係る相談について 農林水産物 農林水産省輸出促進課 輸出相談窓口 03-6744-7155 http://www.maff .go.jp/ j/shokusan/export/todou_huken.html

6 クールジャパン機構 海外事業展開への資金供給に係る相談につ いて 全般 クールジャパン機構
（機構について）

03-6406-7500 https://www.cj-fund.co.jp/contact/

7 クールジャパン機構 海外事業展開への資金供給に係る相談につ いて 全般 クールジャパン機構
（投資について）

03-6406-7675 https://www.cj-fund.co.jp/contact/

8 日本政策金融公庫 海外事業展開への資金供給に係る相談につ いて 全般 日本政策金融公庫 本部
（国民生活事業）

03-3270-1300 https://www.jfc .go.jp/n/branch/index.html

9 日本政策金融公庫 海外事業展開への資金供給に係る相談につ いて 農林水産物 日本政策金融公庫 本部
（農林水産事業）

03-3270-9791 https://www.jfc .go.jp/n/branch/index.html

10 日本政策金融公庫 海外事業展開への資金供給に係る相談につ いて 中小企業支援 日本政策金融公庫 本部
（中小企業営一事業）

03-3270-1282 https://www.jfc .go.jp/n/branch/index.html

11
一般社団法人放送

コンテンツ海外展開促進
機構（BEAJ）

海外事業展開への資金供給に係る相談につ いて コンテンツ翻訳・
海外プロモーション

一般社団法人放送コンテンツ
海外展開促進機構

- in fo@beaj.jp https://www.beaj.jp/ information .html

12 J-LOP 海外事業展開への資金供給に係る相談につ いて コンテンツ翻訳・
海外プロモーション

J-LOP事務局 03-3248-5582 https://jlop.jp/contact

13 内閣府 クールジャパン関連政策に係る相談に ついて 政策全般 内閣府知的財産戦略推進事務局
クールジャパン戦略担当

03-3581-2549 http://www.cao.go.jp/cool_ japan/

£ 国名 時期 概要 IP 企業名

1 タイ 2013年8月 ・札幌市の観光プロモーションの一環で高架鉄道エアーポート・レール・リンクに「雪ミク」と「初音ミク」をラッピングした
列車を運行 ・初音ミク

・札幌市
・クリプトン・フューチャー・メディア株式会
社

2 タイ 2015年7月 ・タイ・バンコクに「雪ミク スカイタウン」とコラボした初音ミクカフェが誕生 ・初音ミク ・クリプトン・フューチャー・メディア株式会
社

3 タイ 2015年8月 ・タイ味の素「Hello Kitty」インスタント卵粥プロモーション ・ハローキティ ・味の素
・トキオゲッツ

4 タイ 2015年10月 ・パーソネルコンサルタント、日系人材派遣会社のアンバサダーとしてハローキティを起用 ・ハローキティ ・パーソネルコンサルタント
・トキオゲッツ

5 タイ 2015年10月 ・タイGATEWAY商業施設内「名探偵コナン」謎解きゲームイベント実施 ・名探偵コナン ・GATEWAY
・トキオゲッツ

6 タイ 2015年11月 ・H.I.S.タイランド、海外旅行促進キャラクターとしてドラえもんを使用 ・ハローキティ ・HIS
・トキオゲッツ

7 タイ 2015年12月 ・バンコク伊勢丹、ハローキティを活用した年間プロモーション ・ハローキティ ・伊勢丹
・トキオゲッツ

8 タイ 2016年1月 ・雪のテーマパークとハローキティがコラボし年間プロモーションを実施 ・ハローキティ ・スノータウン
・トキオゲッツ

9 タイ 2016年10月 ・ミスタードーナツ、LINE FRIENDSキャラクターとのキャンペーンを開始 ・LINE FRIENDSキャラクター ミスタードーナツ

10 タイ 2017年2月 ・タイでスーパーマーケットを展開するテスコロータスが「カンフーパンダ」を起用した新プロモーションを開始 ・カンフー・パンダ テスコロータス

文献名 発行元 委託先 発行年 対象国 参考国 基礎編 テーマ別
編 備

タイ インドネシ
ア ベトナム シンガポー

ル マレーシアフィリピン 基本情報生活スタ
イル 映画 放送・配

信 音楽 マンガ ゲーム 食・外食 日本産酒
類 日本製品

平成26年度知的財産権ワーキング・グループ等侵害対策強化事業（コンテンツ分野における商標権、著作権等の管理・活用に関する実態調査）
報告書 経済産業省 A.T. カーニー 2015年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

平成27年度エネルギー需給緩和型インフラ・システム普及等促進事業（グローバル市場におけるスマートコミュニティ等の事業可能性調査：
ECHONET Lite 規格の ASEAN 各国への普及展開に向けた調査）調査報告書 経済産業省 ㈱NTTデータ

総合研究所 2016年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ASEANにおける模倣品及び海賊版の消費・流通実態調査 経済産業省 IP FORWARD㈱ 2014年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

産業財産権制度ミニガイド（特許庁委託事業外国産業財産権侵害対策等支援事業） ー ○ ○ ○ ○ ・
ぞ

商標の国際登録制度活用ガイド 特許庁 2016年 ○ ○ ○ ○

「 マドリッド協定議定書に基づく国際商標出願に関する各国商標法制度・運用」報告書 特許庁 ー ○ ○ ○ ○ ・
ぞ

Digital in 2016 We are soc ial 2016年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

平成26年度新興国市場開拓事業（相手国の産業政策・制度構築の支援事業（インド：対インド投資・貿易促進に関する調査））報告書 経済産業省 ㈱野村総合研究所2015年 ○ ○ ○ ○

バンコクスタイル（2013年2月） JETRO 2013年 ○ ○

ASEAN3都市における消費者意識に関する実態把握調査（2013年6月） JETRO 2013年 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ホーチミンスタイル（新版/2016年10月） JETRO 2016年 ○ ○

シンガポールスタイル（2013年12月） JETRO 2013年 ○ ○

クアラルンプールスタイル（2013年3月） JETRO 2013年 ○ ○

2. 調査分析結果
～タイ

7

日本企業の
投資件数・額

現地日系企業
（日本商工会議所

登録数）

現地進出に
関連した

特徴、問題点

• 従業員の賃金上昇及び品質管理の難しさ
• 主要販売市場の低迷（消費低迷）
• 従業員の質、競合相手の台頭（コスト面で競合）

• 投資件数：451件（2015年）
• 投資額：1,489億6,400万円（2015年）

日本企業との関わり

知的財産権保護に関する姿勢

• 概要
• 基礎的経済指標
• 現地進出状況
• 知財保護状況

①
基本情報

百貨店

関
連
法
律
・

条
例

• 輸出品の差止制度がないこともあり、中国から流入後、再び他国に
模倣品が輸出されるケースもある

• 公的機関により公安摘発・税関差止を実施

現
状
の
取
締
状
況

• 衣類、時計、バック等の模倣品は、バンコク市内のパッポン通り、スクンビット通り、
パッタヤーなどで多く流通し、ショッピングセンターや、出店等で販売されている

• タイ税関によると模倣品の約90％は中国製
• 模倣品流入の多い国境付近の地域は、プーケット（タイ・マレーシアの国境）、

ウボンラチャタニ県（タイ－ラオス国境域）、チェンライ県（タイ－ミャンマー国境）

コンビニ

• 伊勢丹：1店（2017年）

• セブン-イレブン：9,542店
（2016年）

• ファミリーマート：1,138店
（2017年）

• ローソン：31店（2014年）

GMS • イオン：80店（2017年）

その他
• ダイソー：119店（2017年）
• ユニクロ：34店（2017年）
• 無印：36店（2017年）

出典
• 日本企業との関わり：JETRO 国・地域別インデックス（2016年）
• 現地進出企業数・産業別割合：盤谷日本人商工会議所 案内 会員数推移・業種構成（2016年）
• 日経小売・流出進出状況：各企業HPより抜粋（2017年3月）
• 知的財産権保護に関する姿勢：経済産業省 ASEAN における模倣品及び海賊版の消費・流通実態調査（2014年3月）

製造業
46%

非製造業
54%

（2016年時点）

現地進出企業数：1,707社 主な日系小売・流通進出状況

2. 調査分析結果
～タイ（映画市場）

60

出典
• JETRO タイのコンテンツ市場調査（2013年3月）

• 映画
• 放送配信
• 音楽

③
コンテンツ

• 音楽
• マンガ
• ゲーム

市場概況

• 映画制作・映画興業面は現地企業が圧倒的なシェアを誇り、外資企業の大多数は
撮影、編集といった現地の大手制作会社の下請けである。ハリウッド系大手企業も
進出しているが、主に外国映画の配給会社を手がけるのみ

• 2009年よりSoftware Industry プロモーション Agency（通称：SIPA）主導で
国策としてタイを舞台にした映画制作の支援が開始。だが当初の想定よりも成長は
伸び悩み、2012年の全公開映画に占めるタイ映画の比率は 25～26％に留まる

• 映画市場自体は年々拡大を続けているものの、主に外国映画の躍進が目立ってお
り、ハリウッド系メジャー映画が市場の中心である。

• 外国映画の配給では、「ハナミズキ」（2010年）、「ノルウェイの森」（2011年）、「
ALWAYS 三丁目の夕日‘64」（2012年）、「奇跡」（2012 年）といった日本
映画の他、ハリウッド映画、中国映画の扱いが多い。

• 2009年のアバターのヒット以降、3D映画の需要が増加。チケット価格は従来の2倍に
も関わらず、客足は他の映画と変わらず、今後も増加が見込まれる。

近年の傾向

市場規模 • 42億9,000万バーツ（2012年 *前年度成長率：＋10％）

事業者数 • 1,775社（2012年 *内外資系企業数：391社）

タイにおける
主要

興業会社

• メジャー・シネプレックス（売上高：3,494百万バーツ）
• SF シネマ・シティ（売上高：2,112百万バーツ）
• メジャー・ハリウッド（売上高：164百万バーツ）
• APEX （売上高：6百万バーツ）
• センチュリー（売上高：248百万バーツ）

映画館数 • 全120館（2012年）

参考
• タイ映画協会連盟（The Federation of National Film 

Associations of Thailand：FNFAT）が映画業界、および、
映画製作に対し強力な支援

（2011年時点）

海外に向けた地場産品の輸出
l 会社概要：○○株式会社（本社：XX県 従業員105名）
l 業務概要：地場産業である高級陶器の生産・販売
l 所属：商品開発担当 リーダー
l 目的：これまで国内販売のみだった自社製品の販路拡大のため

まずシンガポールへ輸出していきたい

進出目的の
明確化

基礎情報の
把握

進出先
選定

ターゲット層
選定

商材・商品
選定

パートナー
選定

プロモーション
検討

ステップ 目的 やるべきこと イメージ

【目的の具体化】
l 国内販売だけではなく、

海外にも販路を拡大
l 初年度は、XX億円の

売上を目指す

p 海外進出に関する社内で
の認識のすり合わせ、合意
形成

p 具体の成果を測る指標も
設定

【経済ポテンシャル把握】
l 輸出するだけの十分な

マーケットは存在してい
るかどうかの検証

全体サマリ（シンガポール編）
p 海外進出の新規検討にあ

たり、まず検討先の人口、
所得水準、GDPなどの
基礎的情報を把握

【ターゲット層選定】
l 日本製品に対するイメ

ージ、受容性を把握
l 購入に至る可能性が

高いターゲット層を選定

最終報告書（シンガポール
非コンテンツ編 P135～）
p シンガポールにおける日本

製品のイメージを把握
p 自社製品を購入する層の

特徴を把握

【パートナー候補選定】
l 現地進出にあたり信頼

できるパートナー候補の
選出

最終報告書（シンガポール
基本編 P31～、非コンテンツ
編 P135～ ）
p 現地に進出している日系

の流通事業者、小売店を
把握

156

2. 調査分析結果
～シンガポール（日本製品）
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出典
• 経済産業省 平成26年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備

（クールジャパン商材の国別・分野別の浸透度及び効果的な情報発信のあり方調査）
• JETRO 農林水産物・食品 国別マーケティング基礎情報シンガポール（2017年）
• JETRO 「シンガポールにおけるフランチャイズビジネスの手引き」 （2015年3月）
• JETRO ASEAN３都市における消費者意識に関する実態把握調査（2013年）

市場概況

現地進出
主な日系

企業

• 小売・流通分野の代表的な現地進出日系企業は以下の通り。

Ø 高島屋：オーチャードホール内に1店舗（2017年）

Ø 伊勢丹：スコッツ店を中心に５店舗（2017年）

Ø セブン-イレブン シンガポール ：全国417店舗（2016年）

Ø DAISO：全国14店舗（2017年）

Ø ユニクロ：全国25店舗（2017年）

Ø 無印良品：全国12店舗（2017年）

ü その他 Kinokuniya、TOKYU HANDSなどの現地店舗も
日本製品のショーケースとして高い評価を得ている

• シンガポールではビジネスマンを中心に、新聞・雑誌の影響力は強い。最も発行部数の
多い新聞である『The Straits Times 』の影響力はとても大きく、同紙のLife Style 
カテゴリでは、コンテンツ、エンターテインメントからファッショ ンまで幅広い特集が組まれる

近年の傾向

• 食・外食
• 日本産酒類類
• 日本製品

④
非コンテンツ

• 日本製品テストマーケティングフロア「WAttention Plaza」
Ø 日本関連の物産展や即売会、試食試飲会や各種プロモーション

などの催事を運営できる常設のテストマーケティングの場として、
2014年シンガポールの大型ショッピングモール、Jurong Pointの
地下1階の日本フロア「Shokutsu Ten」の一角にオープン。

Ø 同ショッピングモールは月平均500万人以上の人が利用するシン
ガポール最大規模の商業施設

参考

• 日本製品に対して抱くイメージのTOP3は、「高品質」（74.9％）、「定評のある」（
58.6％）「かっこいい・センスがいい」（52.0％）

• 日本から連想するモノ・サービス・エンタテインメントのTOP3は、 「デジタル製品」 （
65.1％） 、「家電・AV製品」（60.0％） 「自家用車」（59.6％） 次いで「食」
（54.9％）、「観光」（52.0％）、「アニメ・マンガ」（51.0％）

• シンガポールでて想起された日本商材ブランドについての調査によると、ファッション・ライ
フスタイル分野では若者の価格感度が高いと言われるシンガポールらしく、Hada
LaboやDolly Winkなど低価格なファッションアイテムの評価が高い

• 「メード・イン・ジャパン＝高価格」というイメージもあり、今後は中間層にアピール出来る
「価格」と「品質」の両立が出来る商材の提案が必要となる。

• 進出競争が激しくなる一方であるシンガポール市場においては、ローンチプロモーションや
価格訴 求における、よりインパクトの強い取り組みが求められていることがうかがえる

• ファッション・ライフスタイル分野で最も認知・想起されている日本ブランド
Ø 認知度：UNIQLO、MUJI
Ø 最も「自国の若者に人気がある」とされたのはHada Labo、GATSBY

、Sanrio、Dolly Wink

• 食・サービス 分野最も認知・想起されている日本ブランド
Ø 認知度：DAISO、Meiji、IPPUDO
Ø 最も「自国の若者に人気がある」とされたのはKinokuniya、DAISO

2. 調査分析結果
～シンガポール（日本製品）
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出典
• 経済産業省 平成26年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備

（クールジャパン商材の国別・分野別の浸透度及び効果的な情報発信のあり方調査）
• JETRO 農林水産物・食品 国別マーケティング基礎情報シンガポール（2017年）
• JETRO 「シンガポールにおけるフランチャイズビジネスの手引き」 （2015年3月）
• JETRO ASEAN３都市における消費者意識に関する実態把握調査（2013年）

ユーザー動向

日本製品の関わり

• 商材別のメディア影響度は、ファッション/ライフスタイル分野では雑誌、新聞の影響度が
高いのが特徴。食/サービス分野ではTVCMの影響度が低く、Facebookや友人・知
人（口コミ）の影響度が高いのが特徴

• 食・外食
• 日本産酒類類
• 日本製品

④
非コンテンツ

2. 調査分析結果
～シンガポール（日本製品）
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出典
• 経済産業省 平成26年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備

（クールジャパン商材の国別・分野別の浸透度及び効果的な情報発信のあり方調査）
• JETRO 農林水産物・食品 国別マーケティング基礎情報シンガポール（2017年）
• JETRO 「シンガポールにおけるフランチャイズビジネスの手引き」 （2015年3月）
• JETRO ASEAN３都市における消費者意識に関する実態把握調査（2013年）

市場概況

現地進出
主な日系

企業

• 小売・流通分野の代表的な現地進出日系企業は以下の通り。

Ø 高島屋：オーチャードホール内に1店舗（2017年）

Ø 伊勢丹：スコッツ店を中心に５店舗（2017年）

Ø セブン-イレブン シンガポール ：全国417店舗（2016年）

Ø DAISO：全国14店舗（2017年）

Ø ユニクロ：全国25店舗（2017年）

Ø 無印良品：全国12店舗（2017年）

ü その他 Kinokuniya、TOKYU HANDSなどの現地店舗も
日本製品のショーケースとして高い評価を得ている

• シンガポールではビジネスマンを中心に、新聞・雑誌の影響力は強い。最も発行部数の
多い新聞である『The Straits Times 』の影響力はとても大きく、同紙のLife Style 
カテゴリでは、コンテンツ、エンターテインメントからファッショ ンまで幅広い特集が組まれる

近年の傾向

• 食・外食
• 日本産酒類類
• 日本製品

④
非コンテンツ

• 日本製品テストマーケティングフロア「WAttention Plaza」
Ø 日本関連の物産展や即売会、試食試飲会や各種プロモーション

などの催事を運営できる常設のテストマーケティングの場として、
2014年シンガポールの大型ショッピングモール、Jurong Pointの
地下1階の日本フロア「Shokutsu Ten」の一角にオープン。

Ø 同ショッピングモールは月平均500万人以上の人が利用するシン
ガポール最大規模の商業施設

参考

2. 調査分析結果
～シンガポール

34

日本企業の
投資件数・額

現地日系企業
（日本商工会議所

登録数）

現地進出に
関連した

特長、問題点

• 規制品目の輸入、輸出、廃棄の際の手続きが複雑で時間がかかる。
• 社用車保有に際しては現地の高額な自動車税が障害となっている。
• シンガポール政府は外国人の「専門家」の入国を優遇する一方、

外国人労働者の入国については厳格化。シンガポールにおける生産
拠点は熟練労働者の確保が困難になりつつある

• 投資件数：N/A
• 投資額：7,842億円（2015年）

日本企業との関わり

知的財産権保護に関する姿勢

• 概要
• 基礎的経済指標
• 現地進出状況
• 知財保護状況

①
基本情報

現地進出企業数：836社 主な日系小売・流通進出状況

関
連
法
律
・

条
例

• 公的機関により、刑事摘発・税関差止を実施
• 代理人を通じた警告状送付、民事訴訟等も含め、効果的に選択しながら

模倣行為への対応を取っていくこととなる

現
状
の

取
締
状
況

• シンガポールにおいては、ソフトウェアの模倣品（海賊版）、携帯電話関連製品、
衣類、キャラクターグッズ等の模倣品が流通している

• シンガポール国内での模倣品の流通は減少傾向
• インドネシアのパタムと距離が近く、模倣品の流通ルートとなっている

百貨店

コンビニ

• 伊勢丹：6店（2017年）
• 高島屋：1店（2017年）
• セブン-イレブン：417店

（2016年）
GMS • N/A

その他
• ダイソー：14店（2017年）
• ユニクロ：25店（2017年）
• 無印：12店（2017年）

製造業
55%

非製造業
45%

出典
• 日本企業との関わり：JETRO 国・地域別インデックス（2016年）
• 現地進出企業数・産業別割合：シンガポール日本商工会議所 組織概要（2017年）
• 日経小売・流出進出状況：各企業HPより抜粋（2017年3月）
• 現地進出に関連した特長、問題点：日本機械輸出組合 貿易・透視円滑化ビジネス協議会（2015年）
• 知的財産権保護に関する姿勢：経済産業省 ASEAN における模倣品及び海賊版の消費・流通実態調査（2014年3月）

（2017年時点）

海外に向けた地場産品の輸出
l 会社概要：○○株式会社（本社：XX県 従業員105名）
l 業務概要：地場産業である高級陶器の生産・販売
l 所属：商品開発担当 リーダー
l 目的：これまで国内販売のみだった自社製品の販路拡大のため

まずシンガポールへ輸出していきたい

進出目的の
明確化

基礎情報の
把握

進出先
選定

ターゲット層
選定

商材・商品
選定

パートナー
選定

プロモーション
検討

ステップ 目的 やるべきこと イメージ

【目的の具体化】
l 国内販売だけではなく、

海外にも販路を拡大
l 初年度は、XX億円の

売上を目指す

p 海外進出に関する社内で
の認識のすり合わせ、合意
形成

p 具体の成果を測る指標も
設定

【経済ポテンシャル把握】
l 輸出するだけの十分な

マーケットは存在してい
るかどうかの検証

全体サマリ（シンガポール編）
p 海外進出の新規検討にあ

たり、まず検討先の人口、
経済規模、GDPなどの
基礎的情報を把握

【ターゲット層選定】
l 日本製品に対するイメ

ージ、受容性を把握
l 購入に至る可能性が

高いターゲット層を選定

最終報告書（シンガポール
非コンテンツ編 P135～）
p シンガポールにおける日本

製品のイメージを把握
p 自社製品を購入する層の

特徴を把握

【パートナー候補選定】
l 現地進出にあたり信頼

できるパートナー候補の
選出

最終報告書（シンガポール
基本編 P31～、非コンテンツ
編 P135～ ）
p 現地に進出している日系

の流通事業者、小売店を
把握
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2. 調査分析結果
～シンガポール（日本製品）
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出典
• 経済産業省 平成26年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備

（クールジャパン商材の国別・分野別の浸透度及び効果的な情報発信のあり方調査）
• JETRO 農林水産物・食品 国別マーケティング基礎情報シンガポール（2017年）
• JETRO 「シンガポールにおけるフランチャイズビジネスの手引き」 （2015年3月）
• JETRO ASEAN３都市における消費者意識に関する実態把握調査（2013年）

市場概況

現地進出
主な日系

企業

• 小売・流通分野の代表的な現地進出日系企業は以下の通り。

Ø 高島屋：オーチャードホール内に1店舗（2017年）

Ø 伊勢丹：スコッツ店を中心に５店舗（2017年）

Ø セブン-イレブン シンガポール ：全国417店舗（2016年）

Ø DAISO：全国14店舗（2017年）

Ø ユニクロ：全国25店舗（2017年）

Ø 無印良品：全国12店舗（2017年）

ü その他 Kinokuniya、TOKYU HANDSなどの現地店舗も
日本製品のショーケースとして高い評価を得ている

• シンガポールではビジネスマンを中心に、新聞・雑誌の影響力は強い。最も発行部数の
多い新聞である『The Straits Times 』の影響力はとても大きく、同紙のLife Style 
カテゴリでは、コンテンツ、エンターテインメントからファッショ ンまで幅広い特集が組まれる

近年の傾向

• 食・外食
• 日本産酒類類
• 日本製品

④
非コンテンツ

• 日本製品テストマーケティングフロア「WAttention Plaza」
Ø 日本関連の物産展や即売会、試食試飲会や各種プロモーション

などの催事を運営できる常設のテストマーケティングの場として、
2014年シンガポールの大型ショッピングモール、Jurong Pointの
地下1階の日本フロア「Shokutsu Ten」の一角にオープン。

Ø 同ショッピングモールは月平均500万人以上の人が利用するシン
ガポール最大規模の商業施設

参考

• 日本製品に対して抱くイメージのTOP3は、「高品質」（74.9％）、「定評のある」（
58.6％）「かっこいい・センスがいい」（52.0％）

• 日本から連想するモノ・サービス・エンタテインメントのTOP3は、 「デジタル製品」 （
65.1％） 、「家電・AV製品」（60.0％） 「自家用車」（59.6％） 次いで「食」
（54.9％）、「観光」（52.0％）、「アニメ・マンガ」（51.0％）

• シンガポールでて想起された日本商材ブランドについての調査によると、ファッション・ライ
フスタイル分野では若者の価格感度が高いと言われるシンガポールらしく、Hada
LaboやDolly Winkなど低価格なファッションアイテムの評価が高い

• 「メード・イン・ジャパン＝高価格」というイメージもあり、今後は中間層にアピール出来る
「価格」と「品質」の両立が出来る商材の提案が必要となる。

• 進出競争が激しくなる一方であるシンガポール市場においては、ローンチプロモーションや
価格訴 求における、よりインパクトの強い取り組みが求められていることがうかがえる

• ファッション・ライフスタイル分野で最も認知・想起されている日本ブランド
Ø 認知度：UNIQLO、MUJI
Ø 最も「自国の若者に人気がある」とされたのはHada Labo、GATSBY

、Sanrio、Dolly Wink

• 食・サービス 分野最も認知・想起されている日本ブランド
Ø 認知度：DAISO、Meiji、IPPUDO
Ø 最も「自国の若者に人気がある」とされたのはKinokuniya、DAISO

2. 調査分析結果
～シンガポール（日本製品）
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出典
• 経済産業省 平成26年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備

（クールジャパン商材の国別・分野別の浸透度及び効果的な情報発信のあり方調査）
• JETRO 農林水産物・食品 国別マーケティング基礎情報シンガポール（2017年）
• JETRO 「シンガポールにおけるフランチャイズビジネスの手引き」 （2015年3月）
• JETRO ASEAN３都市における消費者意識に関する実態把握調査（2013年）

ユーザー動向

日本製品の関わり

• 商材別のメディア影響度は、ファッション/ライフスタイル分野では雑誌、新聞の影響度が
高いのが特徴。食/サービス分野ではTVCMの影響度が低く、Facebookや友人・知
人（口コミ）の影響度が高いのが特徴

• 食・外食
• 日本産酒類類
• 日本製品

④
非コンテンツ
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出典
• 経済産業省 平成26年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備

（クールジャパン商材の国別・分野別の浸透度及び効果的な情報発信のあり方調査）
• JETRO 農林水産物・食品 国別マーケティング基礎情報シンガポール（2017年）
• JETRO 「シンガポールにおけるフランチャイズビジネスの手引き」 （2015年3月）
• JETRO ASEAN３都市における消費者意識に関する実態把握調査（2013年）

市場概況

現地進出
主な日系

企業

• 小売・流通分野の代表的な現地進出日系企業は以下の通り。

Ø 高島屋：オーチャードホール内に1店舗（2017年）

Ø 伊勢丹：スコッツ店を中心に５店舗（2017年）

Ø セブン-イレブン シンガポール ：全国417店舗（2016年）

Ø DAISO：全国14店舗（2017年）

Ø ユニクロ：全国25店舗（2017年）

Ø 無印良品：全国12店舗（2017年）

ü その他 Kinokuniya、TOKYU HANDSなどの現地店舗も
日本製品のショーケースとして高い評価を得ている

• シンガポールではビジネスマンを中心に、新聞・雑誌の影響力は強い。最も発行部数の
多い新聞である『The Straits Times 』の影響力はとても大きく、同紙のLife Style 
カテゴリでは、コンテンツ、エンターテインメントからファッショ ンまで幅広い特集が組まれる

近年の傾向

• 食・外食
• 日本産酒類類
• 日本製品

④
非コンテンツ

• 日本製品テストマーケティングフロア「WAttention Plaza」
Ø 日本関連の物産展や即売会、試食試飲会や各種プロモーション

などの催事を運営できる常設のテストマーケティングの場として、
2014年シンガポールの大型ショッピングモール、Jurong Pointの
地下1階の日本フロア「Shokutsu Ten」の一角にオープン。

Ø 同ショッピングモールは月平均500万人以上の人が利用するシン
ガポール最大規模の商業施設

参考

2. 調査分析結果
～シンガポール
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日本企業の
投資件数・額

現地日系企業
（日本商工会議所

登録数）

現地進出に
関連した

特長、問題点

• 規制品目の輸入、輸出、廃棄の際の手続きが複雑で時間がかかる。
• 社用車保有に際しては現地の高額な自動車税が障害となっている。
• シンガポール政府は外国人の「専門家」の入国を優遇する一方、

外国人労働者の入国については厳格化。シンガポールにおける生産
拠点は熟練労働者の確保が困難になりつつある

• 投資件数：N/A
• 投資額：7,842億円（2015年）

日本企業との関わり

知的財産権保護に関する姿勢

• 概要
• 基礎的経済指標
• 現地進出状況
• 知財保護状況

①
基本情報

現地進出企業数：836社 主な日系小売・流通進出状況

関
連
法
律
・

条
例

• 公的機関により、刑事摘発・税関差止を実施
• 代理人を通じた警告状送付、民事訴訟等も含め、効果的に選択しながら

模倣行為への対応を取っていくこととなる

現
状
の

取
締
状
況

• シンガポールにおいては、ソフトウェアの模倣品（海賊版）、携帯電話関連製品、
衣類、キャラクターグッズ等の模倣品が流通している

• シンガポール国内での模倣品の流通は減少傾向
• インドネシアのパタムと距離が近く、模倣品の流通ルートとなっている

百貨店

コンビニ

• 伊勢丹：6店（2017年）
• 高島屋：1店（2017年）
• セブン-イレブン：417店

（2016年）
GMS • N/A

その他
• ダイソー：14店（2017年）
• ユニクロ：25店（2017年）
• 無印：12店（2017年）

製造業
55%

非製造業
45%

出典
• 日本企業との関わり：JETRO 国・地域別インデックス（2016年）
• 現地進出企業数・産業別割合：シンガポール日本商工会議所 組織概要（2017年）
• 日経小売・流出進出状況：各企業HPより抜粋（2017年3月）
• 現地進出に関連した特長、問題点：日本機械輸出組合 貿易・透視円滑化ビジネス協議会（2015年）
• 知的財産権保護に関する姿勢：経済産業省 ASEAN における模倣品及び海賊版の消費・流通実態調査（2014年3月）

（2017年時点）
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本調査結果の主な活用対象者として、基礎的な海外展開の
ノウハウや知見を整理・収集したい地方自治体・中小企業を想定。

2-②. 本調査結果の主な活用対象者

5

活用対象者の海外展開レベル 活用方法の方針（案）

l 各国の基礎的な経済状態、人口動態の理解・把握を通じて、進出すべき
国・エリアを見極め

l 現地のトレンドやユーザーニーズの把握を通じて、ターゲット層の選定、商品・
サービスの訴求方法の検討、展開時の提携先事業者の検討を実施 等

• 海外展開の実績は無く、
ノウハウや知見が全くない

①
検討
段階

l 現在進出している国の経済状態、人口動態を把握し、現在の市場性の
再確認、ターゲット層の再選定を実施

l 現在のトレンドやユーザーニーズの変化を把握し、現地でのマーケティング・
プロモーション面での方針・施策を再検討

l 異業種・他事業者の海外展開の成功事例を把握し、現地展開時の戦略
策定・施策実行への反映、現地提携先の選定・見直しを実施 等

• 海外展開の実績はあるが、
現在は撤退/一過性の取組み
であったためにノウハウ・知見
が未蓄積

• 複数の国・エリアで展開出来
ていない

②
成長
段階

l 現在進出している・進出予定の各国の経済状態、人口動態を再確認
l 現地に既に進出している異業種・他事業者を把握し、更なる展開のための

新しいパートナーシップ・ビジネススキームの検討を実施 等

• 海外展開の実績を豊富に保有、
既に海外展開のノウハウ・
システムが確立されている

• 複数の国・エリアでの展開を
成功させている

③
発展
段階
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本調査資料をどのように活用出来るかを具体的に例示。また関連する省庁・第三者機
関の問い合わせ先を併記することで事業者の方々が海外展開に向けてまず第一歩を
踏み出すための足がかりを提供。

3. 調査結果を踏まえた具体の活用方法

6

本調査結果の主な活用対象者である地方自治体・中小企業の具体のケースを設定し、
活用方法を例示

調査・取りまとめ結果の具体の活用例

ケ
ー
ス

進出目的の
明確化

基礎情報の
把握

進出先
選定

ターゲット層
選定

商材・商品
選定

パートナー
選定

プロモーション
検討

ス
テ
ッ
プ

• 所属先：地場産業である
陶器メーカー

• 部署：商品開発担当
• 目的：販路拡大のため

東南アジアへ輸出していき
たい

• 所属先：地方自治体
• 部署：ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ推進課
• 目的：2020年に向けて

訪日インバウンド旅行客を
増やしたい

• 所属先：コンテンツ企業
• 部署：ライツ営業推進局
• 目的：ライツを活用した

東南アジア展開、現地での
販促活用を推進したい

• 所属先：日本酒メーカー
• 部署：広報部
• 目的：現地で人気のある

食材・食品とセットにして相
性がいい日本酒を売り出し
たい

• 所属先：消費財系
• 部署：マーケティング部
• 目的：自社の製品を海外

で人気のあるキャラクター
と組んで売り出したい

154

調査・取りまとめ結果の具体の活用例 問い合わせ先一覧

調査・取りまとめ結果をどのように活用できるか
具体のシチュエーション・人物設定を行い、例示

海外展開検討時に相談可能な
省庁・第三者機関の問い合わせ先を明示

海外に向けた地場産品の輸出
l 会社概要：○○株式会社（本社：XX県 従業員105名）
l 業務概要：地場産業である高級陶器の生産・販売
l 所属：商品開発担当 リーダー
l 目的：これまで国内販売のみだった自社製品の販路拡大のため

まずシンガポールへ輸出していきたい

進出目的の
明確化

基礎情報の
把握

進出先
選定

ターゲット層
選定

商材・商品
選定

パートナー
選定

プロモーション
検討

ステップ 目的 やるべきこと イメージ

【目的の具体化】
l 国内販売だけではなく、

海外にも販路を拡大
l 初年度は、XX億円の

売上を目指す

p 海外進出に関する社内で
の認識のすり合わせ、合意
形成

p 具体の成果を測る指標も
設定

【経済ポテンシャル把握】
l 輸出するだけの十分な

マーケットは存在してい
るかどうかの検証

全体サマリ（シンガポール編）
p 海外進出の新規検討にあ

たり、まず検討先の人口、
経済規模、GDPなどの
基礎的情報を把握

【ターゲット層選定】
l 日本製品に対するイメ

ージ、受容性を把握
l 購入に至る可能性が

高いターゲット層を選定

最終報告書（シンガポール
非コンテンツ編 P135～）
p シンガポールにおける日本

製品のイメージを把握
p 自社製品を購入する層の

特徴を把握

【パートナー候補選定】
l 現地進出にあたり信頼

できるパートナー候補の
選出

最終報告書（シンガポール
基本編 P31～、非コンテンツ
編 P135～ ）
p 現地に進出している日系

の流通事業者、小売店を
把握
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2. 調査分析結果
～シンガポール（日本製品）
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出典
• 経済産業省 平成26年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備

（クールジャパン商材の国別・分野別の浸透度及び効果的な情報発信のあり方調査）
• JETRO 農林水産物・食品 国別マーケティング基礎情報シンガポール（2017年）
• JETRO 「シンガポールにおけるフランチャイズビジネスの手引き」 （2015年3月）
• JETRO ASEAN３都市における消費者意識に関する実態把握調査（2013年）

市場概況

現地進出
主な日系

企業

• 小売・流通分野の代表的な現地進出日系企業は以下の通り。

Ø 高島屋：オーチャードホール内に1店舗（2017年）

Ø 伊勢丹：スコッツ店を中心に５店舗（2017年）

Ø セブン-イレブン シンガポール ：全国417店舗（2016年）

Ø DAISO：全国14店舗（2017年）

Ø ユニクロ：全国25店舗（2017年）

Ø 無印良品：全国12店舗（2017年）

ü その他 Kinokuniya、TOKYU HANDSなどの現地店舗も
日本製品のショーケースとして高い評価を得ている

• シンガポールではビジネスマンを中心に、新聞・雑誌の影響力は強い。最も発行部数の
多い新聞である『The Straits Times 』の影響力はとても大きく、同紙のLife Style 
カテゴリでは、コンテンツ、エンターテインメントからファッショ ンまで幅広い特集が組まれる

近年の傾向

• 食・外食
• 日本産酒類類
• 日本製品

④
非コンテンツ

• 日本製品テストマーケティングフロア「WAttention Plaza」
Ø 日本関連の物産展や即売会、試食試飲会や各種プロモーション

などの催事を運営できる常設のテストマーケティングの場として、
2014年シンガポールの大型ショッピングモール、Jurong Pointの
地下1階の日本フロア「Shokutsu Ten」の一角にオープン。

Ø 同ショッピングモールは月平均500万人以上の人が利用するシン
ガポール最大規模の商業施設

参考

• 日本製品に対して抱くイメージのTOP3は、「高品質」（74.9％）、「定評のある」（
58.6％）「かっこいい・センスがいい」（52.0％）

• 日本から連想するモノ・サービス・エンタテインメントのTOP3は、 「デジタル製品」 （
65.1％） 、「家電・AV製品」（60.0％） 「自家用車」（59.6％） 次いで「食」
（54.9％）、「観光」（52.0％）、「アニメ・マンガ」（51.0％）

• シンガポールでて想起された日本商材ブランドについての調査によると、ファッション・ライ
フスタイル分野では若者の価格感度が高いと言われるシンガポールらしく、Hada
LaboやDolly Winkなど低価格なファッションアイテムの評価が高い

• 「メード・イン・ジャパン＝高価格」というイメージもあり、今後は中間層にアピール出来る
「価格」と「品質」の両立が出来る商材の提案が必要となる。

• 進出競争が激しくなる一方であるシンガポール市場においては、ローンチプロモーションや
価格訴 求における、よりインパクトの強い取り組みが求められていることがうかがえる

• ファッション・ライフスタイル分野で最も認知・想起されている日本ブランド
Ø 認知度：UNIQLO、MUJI
Ø 最も「自国の若者に人気がある」とされたのはHada Labo、GATSBY

、Sanrio、Dolly Wink

• 食・サービス 分野最も認知・想起されている日本ブランド
Ø 認知度：DAISO、Meiji、IPPUDO
Ø 最も「自国の若者に人気がある」とされたのはKinokuniya、DAISO
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（クールジャパン商材の国別・分野別の浸透度及び効果的な情報発信のあり方調査）
• JETRO 農林水産物・食品 国別マーケティング基礎情報シンガポール（2017年）
• JETRO 「シンガポールにおけるフランチャイズビジネスの手引き」 （2015年3月）
• JETRO ASEAN３都市における消費者意識に関する実態把握調査（2013年）

ユーザー動向

日本製品の関わり

• 商材別のメディア影響度は、ファッション/ライフスタイル分野では雑誌、新聞の影響度が
高いのが特徴。食/サービス分野ではTVCMの影響度が低く、Facebookや友人・知
人（口コミ）の影響度が高いのが特徴

• 食・外食
• 日本産酒類類
• 日本製品

④
非コンテンツ
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出典
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• JETRO 農林水産物・食品 国別マーケティング基礎情報シンガポール（2017年）
• JETRO 「シンガポールにおけるフランチャイズビジネスの手引き」 （2015年3月）
• JETRO ASEAN３都市における消費者意識に関する実態把握調査（2013年）

市場概況

現地進出
主な日系

企業

• 小売・流通分野の代表的な現地進出日系企業は以下の通り。

Ø 高島屋：オーチャードホール内に1店舗（2017年）

Ø 伊勢丹：スコッツ店を中心に５店舗（2017年）

Ø セブン-イレブン シンガポール ：全国417店舗（2016年）

Ø DAISO：全国14店舗（2017年）

Ø ユニクロ：全国25店舗（2017年）

Ø 無印良品：全国12店舗（2017年）

ü その他 Kinokuniya、TOKYU HANDSなどの現地店舗も
日本製品のショーケースとして高い評価を得ている

• シンガポールではビジネスマンを中心に、新聞・雑誌の影響力は強い。最も発行部数の
多い新聞である『The Straits Times 』の影響力はとても大きく、同紙のLife Style 
カテゴリでは、コンテンツ、エンターテインメントからファッショ ンまで幅広い特集が組まれる

近年の傾向

• 食・外食
• 日本産酒類類
• 日本製品

④
非コンテンツ

• 日本製品テストマーケティングフロア「WAttention Plaza」
Ø 日本関連の物産展や即売会、試食試飲会や各種プロモーション

などの催事を運営できる常設のテストマーケティングの場として、
2014年シンガポールの大型ショッピングモール、Jurong Pointの
地下1階の日本フロア「Shokutsu Ten」の一角にオープン。

Ø 同ショッピングモールは月平均500万人以上の人が利用するシン
ガポール最大規模の商業施設

参考

2. 調査分析結果
～シンガポール
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日本企業の
投資件数・額

現地日系企業
（日本商工会議所

登録数）

現地進出に
関連した

特長、問題点

• 規制品目の輸入、輸出、廃棄の際の手続きが複雑で時間がかかる。
• 社用車保有に際しては現地の高額な自動車税が障害となっている。
• シンガポール政府は外国人の「専門家」の入国を優遇する一方、

外国人労働者の入国については厳格化。シンガポールにおける生産
拠点は熟練労働者の確保が困難になりつつある

• 投資件数：N/A
• 投資額：7,842億円（2015年）

日本企業との関わり

知的財産権保護に関する姿勢

• 概要
• 基礎的経済指標
• 現地進出状況
• 知財保護状況

①
基本情報

現地進出企業数：836社 主な日系小売・流通進出状況

関
連
法
律
・

条
例

• 公的機関により、刑事摘発・税関差止を実施
• 代理人を通じた警告状送付、民事訴訟等も含め、効果的に選択しながら

模倣行為への対応を取っていくこととなる

現
状
の

取
締
状
況

• シンガポールにおいては、ソフトウェアの模倣品（海賊版）、携帯電話関連製品、
衣類、キャラクターグッズ等の模倣品が流通している

• シンガポール国内での模倣品の流通は減少傾向
• インドネシアのパタムと距離が近く、模倣品の流通ルートとなっている

百貨店

コンビニ

• 伊勢丹：6店（2017年）
• 高島屋：1店（2017年）
• セブン-イレブン：417店

（2016年）
GMS • N/A

その他
• ダイソー：14店（2017年）
• ユニクロ：25店（2017年）
• 無印：12店（2017年）

製造業
55%

非製造業
45%

出典
• 日本企業との関わり：JETRO 国・地域別インデックス（2016年）
• 現地進出企業数・産業別割合：シンガポール日本商工会議所 組織概要（2017年）
• 日経小売・流出進出状況：各企業HPより抜粋（2017年3月）
• 現地進出に関連した特長、問題点：日本機械輸出組合 貿易・透視円滑化ビジネス協議会（2015年）
• 知的財産権保護に関する姿勢：経済産業省 ASEAN における模倣品及び海賊版の消費・流通実態調査（2014年3月）

（2017年時点）

各ステップにおける問合わせ窓口は下記の通り。
〔別紙資料4にて詳細を紹介）

クールジャパンに係る問合わせ窓口について

海外進出の
検討のご相談

インバウンド外国人
プロモーション
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l JETRO 新輸出大国コンソーシアム
• TEL：0120-95-3375
• Mail：conso-support@jetro.go.jp

l観光庁 国際観光課
• TEL：03-5253-8111

l内閣府知的財産戦略推進事務局 クールジャパン戦略担当
• TEL：03-3581-2549

クールジャパン事業
資金面のご相談

lクールジャパン機構（出資）
• TEL：03-6406-7675

l日本政策金融公庫（融資）
• 最寄りの支店への問い合わせ

特
定
分
野
で
の
ご
相
談

農林水産物・
食品の輸出支援

l JETRO 農林水産物・食品輸出相談窓口
• TEL：03-3582-5646

l農林水産省 輸出促進課 輸出相談窓口
• TEL：03-6744-7155

サービス
ヘルスケア、雑貨

などの
現地販路開拓

l JETRO 各分野別海外展開相談サービス
• TEL：03-3582-5238（サービス分野）
• TEL：03-3582-8351（ヘルスケア分野）
• TEL：03-3582-1671（コンテンツ分野）
• TEL：03-3582-5015（日用品、生活雑貨分野）

コンテンツの
海外展開
促進・支援

l一般社団法人放送コンテンツ海外展開促進機構（BEAJ）
• メールアドレス：info@beaj.jp TEL： 03-5577-6511

l特定非営利活動法人映像産業振興機構(VIPO)
• メールアドレス：vipoinfo@vipo.or.jp TEL： 03-3543-7531

観光地域づくり
（DMO）

l観光庁 観光地域振興部 観光地域振興課 (日本版DMO)
• TEL：03-5253-8328

関連施策の案内・
クールジャパン官民連携
プラットフォームについて

地方自治体向け
担当省庁が不明な場合等の
地方公共団体の相談窓口

l内閣府 地方創生推進室 (地方創生コンシェルジュ制度）
• 各都道府県担当の地方創生コンシェルジュに問合せ

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/concierge/index.html
（上記URL下部の該当都道府県を選択。）
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